
４．国・自治体・事業者・当事者間の信頼関係を構築

地域包括支援センターを包括的相談支援の場に

山田みやこの活動報告

令和3年5月18日 (火)

「令和3年度地域共生社会推進フォーラム」に参加

会場 栃木県総合文化センター
講師 中央大学法学部教授 宮本 太郎氏

「地域共生社会を推進する背景と課題」

１．なぜ今、地域共生社会か

2020年から2040年へ向けて元気人口を増やすため。
現役世代は1,700万人減少。さらに非正規化、低所得化等で
より「非力」になっていく。「新しい生活困難層」が増大
し支援が届かない。

２．元気人口を増やす福祉への転換こそ打開への道

三要素
①包括的な相談支援
②機関間の調整、場へつなぐ(参加支援)
③元気になる場作り(地域づくり支援)

３．地域共生社会のかたちは地域の数だけある

「ご当地モデル」を栃木から


